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研究成果の概要（和文）：本研究では，方立壁の損傷低減及び構造性能改善を目指した試験体10体程度の載荷実験を実
施した。また，地震後の継続使用性に関する評価方法案を示し，本実験の損傷データに基づき継続使用性評価について
考察した。①RC増設壁及びUFCパネルにより補強した2体では，既存部と補強部が終始良好な一体性を示し，総ひび割れ
長さや通常補修が必要となる幅0.2mm以上のひび割れ長さも大幅に低減できた。②壁端部に拘束領域を有する2体でも，
総ひび割れ長さや通常補修が必要となる幅0.2mm以上のひび割れ長さも大幅に低減された。③4体ともコンクリート剥落
率はR=1/100radサイクルまでごくわずかであった．

研究成果の概要（英文）：In order to simulate compression controlled flexural failure, a fiber based model 
was constructed and calibrated using series of experimental studies conducted on reinforced concrete 
walls last several years in Japan. Then a parametric study was carried out with the fiber based model to 
simulate the hysteresis curves of walls to see effects of three variables on the load and drift level of 
characteristic points of a backbone curve. Three variables were concrete compressive strength 
(30MPa,45MPa, 60MPa), confining reinforcement ratio in boundary regions (1.1% - 3.2%) and axial load 
ratio (0% - 50%). The parametric study showed that three variables have different degree of influences on 
the features of backbone curves and the axial load ratio is the most influential factor on the ultimate 
drift capacity.

研究分野：建築構造・材料

キーワード： RC壁　終局時変形性能　靱性能　損傷評価

  ２版



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９、Ｚ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 
 2010 年の日本建築学会鉄筋コンクリート

構造計算規準・同解説（以後，RC 規準）では，

枠柱がない矩形断面の RC 造耐震壁の設計手

法が示された．RC 造耐震壁はこれまでも建築

物において重要な水平力抵抗要素と認識され

てきたが，その設計手法および挙動に関して

は以前から様々な問題が指摘されてきた．本

申請に関する主な問題点を示す． 
 2 次設計時の部材種別に対して，求めら

れる終局時変形性能が定義されていない．

また，RC 造耐震壁の部材種別を判別する

ための条件は，技術指針によるとせん断

応力度レベル（τu/F'c）のみであり，軸

力・断面端部の拘束レベルなどの重要因

子が終局時の変形性能や Ds 値に与える

影響は明らかでない． 

 耐震壁の各変形レベルにおけるひび割れ

などの損傷程度は，ほとんど解明されて

おらず，性能評価型設計を行うための情

報が不足している．2010年 NZ地震では，

中破にさえ至っていない RC 造耐震壁構

造物において，スラブや梁など RC 造耐震

壁以外の構造要素や間仕切り壁や天井な

どの非構造要素の損傷により取り壊しと

なるケースが目立ち，周辺部材も含めた

損傷予測の重要性が再認識された． 

 設計時において耐震壁は 1 本柱や 3 本柱

でモデル化されることが多い．しかし，

様々な塔状比や周辺架構との相互作用を

考慮すると，耐力や剛性の予測精度はか

なり低いと考えられている.また，相互作

用を考慮した RC 造耐震壁構造の数値モ

デルの精度を確認できるベンチマーク実

験は多くない． 

 耐震壁の損傷および破壊性状に，ひずみ

速度が与える影響は未だに明らかではな

い．高速載荷でせん断滑りが卓越する場

合と，影響がない例が報告されている． 

 矩形断面を有する耐震壁が 2010 年の RC

規準で認められたが，枠柱付耐震壁との

耐震性能の差異が定量化されていない． 

 

さらに，2010 年チリ地震や 2011 年 NZ 地震で

は，連層耐震壁壁脚でコンクリートの圧壊・

主筋の破断など，これまであまり想定されな

かった形式の破壊が生じ，枠柱が無い耐震壁

の地震時挙動に関して更に注目が集まった．

ただし，RC 造耐震壁構造の利点も大いに認知

されている．2010 年のチリ地震では，9 階建

以上の RC造建物 1,939 棟の被害率は 2.8％（3

階建以上 9,974 棟では，0.5％）であり，Mw8.8

の地震規模に対して RC 造耐震壁構造を主と

するチリの建築物の被害率は驚くほど小さか

った．RC 造耐震壁構造は設計や施工が簡単で

安価であるにも拘らず，中小地震に対しては

弾性応答で構造体をほぼ無損傷に保ち，大地

震に対しては建物の特定層に破壊が集中しに

くいなど，構造性能向上に対する費用対効果

が大きい．矩形断面耐震壁は，建築計画上の

自由度が高く，その普及を図ることは，健全

な社会ストックを形成していく上で益々重要

になる． 

しかし，2010 年に申請者が行った枠柱無の

矩形断面耐震壁実験では，枠柱の拘束量が

1.24％と多くても限界部材角は 1％と小さか

ったこと，枠柱のない矩形断面の場合は損傷

が早期に進展し座屈の考慮が必要であること

が明らかとなった．また，矩形断面耐震壁の

座屈挙動は Paulay 等，Chai 等，Goodsir 等，

Wallaceが実験結果を報告しているが，座屈挙

動までを含めた設計法はなく，その普及を図

る上で早急な対応が必要である． 

 
２．研究の目的 

損傷制御型耐震構造物の設計において，経

済的かつ有効な耐震部材として，2010 年 RC規

準で認められた矩形断面を有する RC 造耐震

壁に関して，設計に必要な耐震性能を明らか

にし，「建物の機能維持・早期復旧」を最も経

済的に実現する構造システムとして普及させ

る． 

 
３．研究の方法 
研究全体では，3年間にわたり 10 体程度の

壁試験体を用いて静的載荷実験を行い，変形

性能や損傷について検討を行った．ここでは，

既存建築物の方立壁を対象に耐震補強を施し

た 2 体及び新築建築物の方立壁を想定して端

部に拘束領域を設けた 2 体の計 4 体について

説明する．このうち，本科研費で製作した試

験体は，NSW2B と NSW6 の 2 体である． 

 

(1) 試験体 

NSW2A 及び NSW2B は， NSW2 と同一詳細を有

する試験体にそれぞれ RC 壁増設及び超高強

度繊維補強コンクリート（以下，UFC）パネル

接着を行った試験体である。NSW2A では，M16

高力ボルト 18 本（F10T）を既存壁部分に埋め

込み，既存部の作成後に，試験体を横に倒し

た状態で補強部の配筋（縦横 D10@250 シング

ル）を行い，既存部材齢 13 日で厚さ 80mm の

コンクリートを打設した。NSW2B では，既存部

の作成後に試験体を横に倒した状態で，既存

部材齢 26 日で厚さ 60mm の UFC パネルを 2 液

性エポキシ樹脂（厚さ10mm，圧縮強度71N/mm2，

弾性係数 5.1N/mm2，引張せん断強度 20N/mm2，

接着強度 5.1N/mm2）により接着した。UFC パネ

ル接着は，アンカー埋め込み，配筋，コンクリ

ート打設等が不要で，施工面で大きな利点を

有する。NSW2A，2B とも，補強後の全断面重心

と加力芯が一致するように，既存部は加力芯



からそれぞれ 40mm，35mm 偏心させた。 

NSW5 は，NSW2 と同一形状で，壁端部に拘束

領域として開口補強筋 4-D13，拘束筋 D6@60mm

を配し，壁横筋は拘束筋間隔に合わせて

D10@60 シングル（180 度フック定着）とした

試験体である。NSW6 は両側を窓開口に挟まれ

た方立壁を想定し，損傷低減及び構造性能改

善を目的に，壁端部に拘束領域を設け，壁筋

をダブル配筋とした試験体である。壁断面

200mm×900mm，壁高さ 1800mm，壁縦筋 D10@200

ダブル，壁横筋 D10@100 ダブルとし，拘束領

域には，開口補強筋 4-D13，拘束筋 D10@100 を

配した。 

コンクリートは普通セメントを用いたレデ

ィーミクストコンクリートを使用し，壁脚危

険断面位置を打継面として鉛直下向きに打設

した。 

 

(2) 載荷方法 

 4000kN 鉛直ジャッキ 2本により所定の軸圧

縮力（既存壁全断面積に対する軸力比 0.15 相

当）を一定に保持しながら，上下スタブの平

行を保持するように制御し，3000kN 水平ジャ

ッキにより水平力を与えた。載荷は上下スタ

ブの相対水平変位を壁高さ（NSW6以外：2100mm，

NSW6：1800mm）で除した部材角 R により制御

した。水平加力は正負交番繰返し漸増載荷と

し，R=±1/800rad で 1 回，R=±1/400rad，±

1/200rad，±1/133rad，±1/100rad，±1/67rad，

±1/50rad，±1/33rad で 2 回ずつ繰り返し，

+1/20rad の押切載荷を行った。 

 

(3) 測定方法 

鉄筋歪は開口補強筋，壁筋及び端部拘束筋

に貼付した歪ゲージで測定した。ひび割れ幅

計測は各サイクルのピーク変形時及び除荷時

に行い，除荷時に目視で確認できたひび割れ

やコンクリート剥落を OHP シートに転写して

記録した。なお，これらの損傷量の測定は，試

験体の正面と両側面（補強部含む）の 3 面で

行った。 

 

(4) 実験結果 

各試験体のせん断力－部材角関係を図－1

に，最大耐力 Qmax，最大耐力時変形角 Rmax，限

界変形 Ru（最大耐力の 80%まで低下した点と

した）及び計算耐力を示す。なお，曲げ及びせ

ん断耐力計算値 cQmu及び cQsuは，荒川式に基づ

き算定（cQsuは mean 式）し，補強した 2 体の

補強部については，(a)補強部とスタブを繋ぐ

縦筋が無いため曲げ耐力に寄与しない，(b)簡

易的に補強部せいの半分（525mm）の圧縮束が

形成されると仮定して，その水平抵抗成分

（=(twrDf’crtanθ)/2，tanθ=0.9D/(2h)，こ

こで，twr：補強部壁厚，D：補強部せい（本試

験体では壁長さと同じ），f’cr：補強部圧縮強

度，h：壁高さ）がせん断耐力に寄与するとし

た。 

全ての試験体で R=1/200rad サイクルまで

に開口補強筋が降伏した。NSW2 では，

R=1/200radサイクルで対角せん断ひび割れが

発生し，その後，このひび割れがずれを伴う

開閉を繰り返してひび割れ界面のコンクリー

ト破壊が顕著となった。NSW2A 及び 2B では，

端部で既存部と補強部の間に軽微なひび割れ

が確認されたが，終始良好な一体性を示した。

R=1/67radサイクルで最大耐力を示した後は，

既存部端部で座屈した開口補強筋にコンクリ

ート塊が押し出される現象が顕著となったが，

補強部が十分に抵抗したことで正負とも最大

耐力の 80%まで低下せず，安定した挙動を示

した。なお，NSW2B の R=1/33rad サイクル負側

2 回目の除荷履歴は，載荷装置の不具合によ

り計測値が存在しないため点線で示す。NSW5

 
図－1 荷重－変形関係 

● 開口補強筋降伏点
▲ 壁縦筋降伏点
◆ 壁横筋降伏点
■ 最大耐力点
× 端部拘束筋降伏点
＋ 補強部縦筋降伏点（圧縮）
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は，R=1/50radサイクルまでは非常に安定した

挙動を示したものの，R=1/33radサイクル正側

1回目途中（R=2.75x10-2rad）で，壁頂部の圧

壊及びせん断ひび割れ界面でのすべりが顕著

となり，急激な耐力低下を伴って軸力保持能

力を喪失した。NSW6 は，最大耐力を示した

R=+1/33rad 及び-1/50rad サイクル以降，端部

の圧壊が顕著となったものの，正負とも最大

耐力の 80%まで低下せずに安定した挙動を示

した。表より，既往の曲げ耐力評価式は，NSW2A，

2B の最大耐力を約 5～13%安全側に，NSW5，6

の最大耐力を約 5～10%危険側に評価した。 

 

 各試験体の R=1/200rad 及び 1/100rad サイ

クル終了時における残留ひび割れについて説

明する．NSW2 では R=1/100rad サイクルで対

角せん断ひび割れ面周辺のコンクリート破壊

が顕著となったのに対して，RC 増設壁及び

UFC パネル補強した NSW2A 及び NSW2B では，

壁板端部に曲げ及び曲げせん断ひび割れが見

られたのみで，壁板中央部のひび割れはほぼ

皆無であった。一方で，NSW5 では端部拘束筋

に合わせて曲げひび割れが多数発生し，対角

せん断ひび割れも見られた。また，NSW6 では

NSW5と同様に対角せん断ひび割れの発生が確

認されたが，本数は少なかった。 

 

各載荷サイクルのピーク変形時及び除荷時

において観測された最大ひび割れ幅と経験最

大部材角について説明する。不具合によるひ

び割れが最大幅を示したサイクルは白抜きの

プロットで区別して示す。端部の曲げひび割

れに変形が集中した NSW2A，2B では，ピーク

変形時の最大ひび割れ幅が NSW2 も含む他の

試験体を上回った。しかし，NSW2 では

R=1/133radサイクル以降で残留ひび割れ幅が

急増したのに対して，本実験の 4 体では

R=1/100rad サイクルまでは NSW2 に比べて増

加が緩やかとなった。NSW2 ではせん断ひび割

れが，本実験の 4 体では曲げひび割れがそれ

ぞれ卓越したためとみられる。 

負載荷除荷時での残留ひび割れ長さと経験

最大部材角の関係を考慮する。残留ひび割れ

幅 Wr で分類（0.2mm 未満，0.2～1.0mm 未満，

1.0～2.0mm 未満，2.0～5.0mm 未満，5.0mm 以

上）した内訳を示す。なお，載荷の不具合によ

り発生したひび割れは除外した。 

NSW2 では総ひび割れ長さが R=1/200rad サ

イクル以降急増し，幅の大きなひび割れも増

加したのに対して，補強した 2 体では，総ひ

び割れ長さや通常補修が必要となる幅 0.2mm

以上のひび割れ長さも大幅に低減された。た

だし，NSW2B では R=1/100rad サイクルまで幅

1.0mm 以上のひび割れ発生は抑えられたもの

の，R=1/67radサイクルにおいて端部の曲げひ

び割れの残留ひび割れ幅が 5.0mm 以上となっ

た。端部に変形を集中させることで，大変形

時には過大な幅のひび割れが残留することに

注意する必要がある。NSW5 では総ひび割れ長

さは NSW2 に比べて大幅に増加した。しかし，

その大半は補修不要な 0.2mm 未満のひび割れ

であり，損傷の抑制効果が確認できた。また，

NSW6 でも総ひび割れ長さに対する 0.2mm 以上

のひび割れ長さは NSW5 同様に大幅に抑制で

きた。 

負側載荷除荷時でのコンクリート剥離面積

率（計測対象面積に対するコンクリート剥落

面積の比）と経験最大部材角の関係を示す。

本実験の試験体はいずれも R=1/100rad サイ

クルまでコンクリート剥落率はごくわずかで

あった。その後の値の推移は，拘束領域を持

たない NSW2A，2B の方が拘束領域を有する

NSW5，6 に比べて大幅に増加する傾向が確認

された。 

 

(5) 継続使用性に関する耐震性能評価 

地震発生時に防災拠点となる官庁施設など

の建築物には地震後の高い継続使用性が要求

される。例えば，官庁施設の総合耐震計画基

準には，I-A-甲類とする建築物では人命の安

全確保に加えて十分な機能確保を図る旨の記

述があるものの，具体的な継続使用性の評価

方法は示されていない。著者らは，東日本大

震災での被災事例調査に基づき，地震後の継

続使用性の有無に影響を及ぼす要因を系統的

に分類するための分析フローを提案した。本

研究では，継続使用性を確保するための要求

性能に関する更なる検討として，地震後の継

続使用性に関する耐震性能の評価方法案を示

すとともに，本実験のデータに基づいて継続

使用性評価について考察する。 

継続使用性の評価法の検討に当たり，最初

に RC 造非耐力壁の損傷状態の分類を行った。

継続使用性の観点から損傷に対する応急措置，

補修及び応急復旧実施の許容可否を基準とし

て損傷状態を NW-I～NW-III の 3 段階に分類し

た。各分類に対応して想定される RC 造非耐力

壁の具体的な損傷状態を併せて示す。さらに，

損傷状態の分類と地震後の継続使用性に関す

る耐震性能の目標ランクの関係を考慮した。

構造部材や設備機器等についても同様のマト

リクスが作成されているが，ここでは吊り天

井も含めた非構造部材のみ示す。耐震性能目

標ランクは，建築物の使用制限の程度に関す

る目標に応じて S，A，B の 3 段階とした。非

構造部材に関しては， S ランクでは基本的に

は軽微な損傷を除いて被害を許容しない状態

N-I に限られ，A及び Bランクでは，状況に応

じて小さなもしくは部分的な損傷に対する応

急措置，補修及び応急復旧を許容する。また，

災害対策本部が設置されるような活動上重要

なエリアでは要求性能を高く設定するととも



に，継続使用性に影響の少ない箇所は 1 段階

大きな損傷状態を許容することとしている。 

 

損傷状態を分類する定量的な閾値として，

損傷に関する指標が考えられる。現実的には，

地震後の時間経過に応じ，簡易又は詳細な調

査により地震後の継続使用性を判定すること

となる。簡易調査の指標としてはひび割れ幅

やコンクリートの剥落程度等が，詳細調査の

指標としてはひび割れ長さやコンクリート剥

落面積等がそれぞれ挙げられるが，ここでは，

簡易な指標の一つとして，被災度区分判定基

準の損傷度の判定方法を用いて検討を行う。 

損傷度 I となったのは，ひび割れが分散し

たNSW5のR=1/800radサイクルのみであった。

最大残留ひび割れ幅を損傷度の判定指標の一

つとしており，限られた本数のひび割れが大

きく開くような NSW2A，2B には不利な判定と

なった。しかし，補修不要な 0.2mm 未満のひ

び割れを除けば各試験体で残留ひび割れ長さ

に極端な差は見られず，R=1/100rad までコン

クリート剥落もほとんど発生しておらず，継

続使用性については各試験体で大差無いもの

と考えられる。実際にはひび割れ長さや本数

といった指標も組み合わさって地震後の継続

使用性に大きく影響するとみられることから，

評価の簡便さとのバランスを勘案しながらこ

れらの指標をどのように考慮するか検討が必

要である。 

 

4 研究成果 

ここでは，過去 3 年に行った研究から方立

壁の損傷低減及び構造性能改善を目指した試

験体 4 体の載荷実験を紹介した。また，地震

後の継続使用性に関する評価方法案を示し，

本実験の損傷データに基づき継続使用性評価

について考察した。 

・ RC 増設壁及び UFC パネルにより補強した

2体では，既存部と補強部が終始良好な一

体性を示し，総ひび割れ長さや通常補修

が必要となる幅 0.2mm 以上のひび割れ長

さも大幅に低減された。正負とも最終サ

イクルまで最大耐力の 80%まで低下しな

かった。 

・ 壁端部に拘束領域を有する 2 体でも，総

ひび割れ長さや通常補修が必要となる幅

0.2mm 以上のひび割れ長さも大幅に低減

された。大変形時には壁端部の圧壊が顕

著となり，NSW5 では R=2.75x10-2rad で軸

力保持能力を喪失したものの，NSW6 は最

終サイクルまで正負とも最大耐力の 80%

まで低下しなかった。 

・ 4 体 と も コ ン ク リ ー ト 剥 落 率 は

R=1/100rad サイクルまでごくわずかで，

その後は，拘束領域を持たない NSW2A，2B

の方が大きく増加する傾向が見られた。 

・ 被災度区分判定基準の損傷度の判定方法

に基づく検討を行った。ひび割れ長さや

本数といった指標を地震後の継続使用性

の評価にどのように考慮するか，今後更

なる検討が必要である。 
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